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 0120（737）219

郵便でのお申込みは
〒100-0011　東京都千代田区内幸町1－2－1
みずほ総合研究所 教育事業部（セミナー担当）

セミナー最新情報をホームページでご覧ください（お申込みもできます）
http://www.mizuhosemi.com
み ず ほ セ ミ ナ ー 検 索

「最新　中国ビジネスに必須の基礎知識」参加申込書

平成

現地駐在中の講師が１日で解き明かす基本から最新事情まで

最新 中国ビジネスに必須の基礎知識
現法の組織と運営・経営戦略から中国特有の税務・労務管理・社会保険までを総点検

対象　中国出張・駐在予定者、中国拠点管轄部門、人事部、経理部

年24 6月13日（水）
10 17 00:00:

多くの日本企業が中国に進出していますが、各社それぞれ、様々な悩みを抱えています。激変するビジネス環境の中で日々
生じる難題を解決し、中国ビジネスを成功に導くには、中国の基礎を徹底的に学ぶことが王道であり最短ルートでもありま
す。本セミナーでは、長期出張・駐在予定者と本社の中国拠点管轄者なら必ず知っておくべき、自社に合った進出形態から
現地法人の組織と運営、成功するマネジメントの必須ポイント、税務・労働管理・社会保険の基礎知識までを、現地事情に
精通し、中国各地で「駐在員塾」を主宰する講師が、１日完結型で実践ご指導いたします。

氏
1964年四国・松山生まれ。1981年高校２年で初訪中。1987年復
旦大学国際政治学科へ１年間国費留学。1989年慶應義塾大学政治
学科卒業（現代中国論専攻）。1989年日本興業銀行（ＩＢＪ）入行。
興銀大阪支店、中国委員会、外国為替部、上海支店課長、広州事務
所首席代表などを歴任。2004年みずほコーポレート銀行中国営業
推進部。2008年キャストコンサルティング取締役。2011年キャ
ストコンサルティング（上海）有限公司総経理。中国在住。専門は
中国におけるＭ＆Ａ。法務・会計・税務のみならず、現法管理・労務・
環境などの観点からアドヴァイスを実施。これまでの中国での現地
拠点設立実績は100社を超える。中国各地で駐在員向けビジネスセ
ミナー「駐在員塾」を定期開催、また日中各地でもセミナーを展開中。

キャストコンサルティング㈱取締役　キャストコンサルティング（上海）有限公司総経理
証券アナリスト　中小企業診断士

航空会館会議室
東京都港区新橋１－18－１
（ＪＲ・地下鉄銀座線新橋駅下車５分、都営三田線内幸町駅上）

特別会員
27,300 円

1,300 円 1,400 円 1,600 円

29,400 円 33,600 円

普通会員 非 会 員

うち　
消費税

★１社２名以上ご参加の場合は１名につき2,100円の割引をいたします。
（昼食代、テキスト代を含みます。不参加の場合も返戻はいたしません。）

24－1089No. 13）

前川　晃廣

（詳しくは裏面をご覧ください）

6.（24.

※ご記入いただいた個人情報の利用目的、事前のご質問、ご参加要領に関しては裏面をご覧ください。
※同業の方のご参加はご遠慮ください。 （Web用）



講 義 内 容

ご 参 加 要 領
①	ホームページで、又は表面申込書にご記入の上、当総合研究所あてご郵送またはファクシミリでお
申し込みください。

②	折り返し、参加証と請求書をお送りします。請求書到着後、セミナーの３日前までに下記の口座に
お振り込みください。なお領収書の発行は省略させていただきます。

　 　　　みずほ銀行　本店「みずほ総合研究所株式会社」　普通預金口座　Ｎｏ.２０３５８０２
③	満員でお断りする場合は電話でご連絡申し上げます。
④	お取り消しの場合は開催日の前営業日までにご連絡ください。参加費は全額返戻いたします。
　 （なお、ご連絡ない場合はお席をご用意する関係上、参加費は請求させていただきます）
⑤	録音・パソコンのお持込みはご遠慮願います。
⑥	駐車場はございません。車でのお越しはご遠慮ください。
⑦	諸般の事情により開催を中止させていただく場合がございます。

宿泊施設のご案内
セミナーにご参加される方に限り、割引料金で契約ホテルをご紹介
いたしております。
ご利用の方は、セミナー参加申込書の宿泊施設利用希望欄に◯をお
つけください。折り返し資料をお送りします。

個人情報の利用目的
①	商品やサービス等のお申込の受付のため。
②	商品やサービス等のお取引における管理のため。
③	商品やサービス等のご提供に必要なご案内・ご連絡・ご請求等を
行うため。

④	ダイレクトメールの発送等、当社や提携会社等の商品やサービス
等に関する各種ご提案・ご案内のため。

⑤	その他お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履行するため。

ご 質 問 に お 答 え し ま す

内容等に関するお問い合わせ先　TEL 03（3591）7595

・事前にご質問がございましたら、下欄にご記入ください。当日講師よりお答えいたします。
・セミナー終了後のご質問・ご相談には、後日ご回答いたします。

1  ビジネスの超基本！まずは中国と中国人を理解することから
（１）最低限知っておきたい歴史と人物	 	 （２）中国・香港・台湾の関係
（３）主要都市のポジショニング分析例
（４）中国情報の「掴み方」と「捨て方」
　　 ①情報を整理する手法【事例】	 ②統計はあてにならない？	 ③「１人あたり」の盲点
（５）中国人の価値観を知らないとビジネスはできない	 （６）2012年－2013年、中国のビジネス環境はこう変わる

2  日本企業が抱える問題点ととるべき施策
（１）駐在員のローテーション問題	 	 （２）意思決定を行うのは本社か現地法人か
（３）現地法人の経営理念やドメインは明確か
（４）営業・マーケティング上の問題点 ― マーケットを知らずしてビジネスができるか
　　 ①どんなモノが売れるのか	 ②地域に即した営業戦略を	 ③債権回収リスクにどう対応するか

3  企業の進出形態と組織を理解する ― 外資企業法、中外合弁経営企業法についてじっくり解説！
（１）中国進出企業の法人形態を整理→メリット・デメリット、運営上の留意点
　　 ①独資企業　　　②合弁企業　　　　③合作企業　　　④来料加工と進料加工　　⑤投資性公司
（２）現地法人の組織とその役割
　　 ①董事長とは　　②董事会の構成　　③総経理とは　　④監事とは　　　　　　　⑤株主会は設置すべきか

4  中国における税務の基礎知識 ― 実務上重要な「増値税・営業税・企業所得税・個人所得税」をじっくり解説！
（１）増値税とはどんな税か
　　 ①課税対象、税率、基本的性質	 ②仕入税額控除の要件	 ③輸出時の増値税還付
（２）営業税とはどんな税か
　　 ①課税対象、税率、基本的性質	 ②留意しておくべき事項
（３）重要！発票の機能と種類
（４）企業所得税とはどんな税か
　　 ①納税方法と税率	 ②損金算入に条件のある費用	 ③高度新技術企業への優遇措置
（５）個人所得税とはどんな税か
　　 ①毎月申告が必要！個人所得税の基礎控除、税率、速算控除額	 ②個人所得税を計算してみよう
　　 ③賞与の個人所得税　　・年１回性賞与と日本式の年２回性賞与	 ・赴任直後の賞与と帰任直後の賞与
　　 ④出張者の個人所得税　・183日判定時と課税額計算時のカウントの違い	 ・183日ルールの除外規定
　　 【補論】ＰＥ課税と183日ルールについて

5  中国における労務管理と社会保険の基礎知識 ― 労働法、労働契約法、社会保険法についてじっくり解説！
（１）労働契約の基本	 	 （２）残業賃金、休日賃金、祝日賃金の割増率
（３）契約解消時に払う経済補償金とは【計算例】
（４）労働争議への対策
　　 ①2010年以降の労働争議の特徴	 ②どうすればリスクを軽減できるか
（５）中国の社会保険制度
　　 ①いわゆる五険とは何か	 ②駐在員の強制加入問題と日本企業がとるべき対策

セミナーのご案内はホームページでもご覧になれます。　http://www.mizuhosemi.com

※プログラムの無断転用は
　お断りいたします。




